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2016 年 5 月 18 日  
 

経済レポート  
 

住宅着工とストックの中長期展望  
 

～2030 年度に住宅着工は 60 万戸台前半まで減少～  
 

調査部  研究員  藤田  隼平  
 

○  日 本の住宅 着工は減少傾向にある。新しい耐震基準が導入された 1980 年以降について見る

と、住宅着工はバブル崩壊を機に減少傾向に転じ、1997 年の金融危機や 2008 年のリーマン・

ショックなどを経て、2015 年度には 92 .1 万戸と 1980 年代後半の半分程度の規模まで水準を落

としている。  

○  住宅需 要 は持 家需 要 と借家 需要に大 別されるが、どちらも人口 動 態や年齢 構成 、志 向 の違い

などに左右され、地域 による差も大きい。住宅需要は、世帯数の増加が頭打ちとなる中、持家取

得の中心をなす 20 歳代後半～40 歳代の比率が低下し、借家率の低い高齢者の比率が高まっ

ていくことから、今 後 、持 家 需 要 、借 家 需 要 ともに減 少 テンポが加 速 し、住 宅 着 工 を押 し下 げる

要因になると見込まれる。  

○  今 後 、住 宅 着 工への影 響が強 まると予 想されるのが、中 古 需 要 の増 加 である。これまで日 本 で

は中 古 需 要 はあまり大 きくなかったが、今 後 は空 き家 の増 加 にともなって良 質 な中 古 住 宅 の供

給も増加し、住宅着工を下押しする要因になると考えられる。  

○  本 稿では人 口動 態と中古需 要を説 明変 数 とする計量モデルを作成し、利 用関 係別 、地 域別に

住宅着工の予測 値を作成した。これによると、今後も住宅着工は減少基調が続 く見通しである。

人 口 減 少 や高 齢 化が進 む中で住 宅 の需 要 が縮 小することに加 え、良 質 な空き家 の増 加 もあっ

て中古住宅の取得件数が増加し、着工を押し下げる要因となる。2015 年度時点で 92 .1 万戸だ

った住宅着工は緩やかな減少基調で推移し、予測最終年度である 2030 年度には 60 .5 万戸と

60 万戸台前半の水準まで減少しよう。  

○  他 方 、人 口 減 少 は空 き家の増 加 という問 題 も引 き起こす。今 後 、空 き家の建 て替 え・滅 却が劇

的 に進 まない限り、空 き家 は増 加 し、空 き家 率 も上 昇 が続 くことになる。日 本 の場 合 、空 き家の

増 加 は中 古 市 場の拡 大だけでなく、放 置物 件の増加も意 味する。したがって、今後は良 質な中

古住宅は残しつつも、不要な空き家を滅却し、新 しい住宅を建てていくといった住宅ストックの新

陳代謝の活性化と、それによる質の向上が必要不可欠となるだろう。中古住宅の流通市場の成

長 を妨 げるものであってはならないものの、現 在進められている空き家の有効活用を促す政策に

加え、空き家の建て替えや滅却を促す様な一層の政策的後押しが期待される。 
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（出所）国土交通省「住宅着工統計」 （年度）

は じ め に  

日 本 の 住 宅 着 工 は 長 い 目 で 見 る と 減 少 傾 向 に あ る 。 現 在 の 耐 震 基 準 が 導 入 さ れ た

1 9 80 年 以 降 の 住 宅 着 工 の 動 き 見 る と 、1 9 8 0 年 代 後 半 ～ 9 0 年 代 中 頃 に か け て ピ ー ク を

付 け た 後 、 バ ブ ル 崩 壊 や 金 融 危 機 な ど 大 き な シ ョ ッ ク を 機 に 徐 々 に 水 準 を 落 と し 、

2 0 15 年 度 に は 9 2 . 1 万 戸 と ピ ー ク 時 の 半 分 程 度 の 規 模 と な っ て い る （ 図 表 1） 1。  

国 土 交 通 省 が 発 表 し て い る「 住 宅 着 工 統 計 」は 、住 宅 供 給 の 動 向 を 表 す も の で あ る 。

し た が っ て 、1 9 9 7 年 の 金 融 危 機 や 2 0 0 7 年 の 建 築 基 準 法 改 正 、2 0 0 8 年 の リ ー マ ン・シ

ョ ッ ク な ど の よ う に 供 給 側 に 何 ら か の シ ョ ッ ク が 生 じ れ ば 、着 工 の 数 は 大 き く 変 動 す

る 。他 方 で 、住 宅 は 需 要 の 見 通 し に 基 づ い て 供 給 さ れ る 面 も あ る こ と か ら 、長 い 目 で

見 れ ば 、住 宅 着 工 は 住 宅 需 要 の 動 き と も 概 ね 一 致 す る 2。む し ろ 人 口 減 少 が 本 格 化 す

る 日 本 に お い て は 、今 後 、需 要 側 の 動 向 が 住 宅 着 工 に 与 え る 影 響 は 高 ま っ て い く と 考

え ら れ る 。ま た 、そ う し た 中 で 良 質 な 中 古 住 宅 の 供 給 量 が 増 え れ ば 、住 宅 着 工 の 減 少

テ ン ポ は 加 速 す る 可 能 性 も あ る 。  

以 上 を 踏 ま え 、本 稿 で は 住 宅 着 工 と 住 宅 需 要 お よ び 中 古 需 要 の 関 係 に 着 目 し 、中 長

期 的 な 需 要 の 動 向 か ら 、住 宅 着 工 の 今 後 の 姿 を 描 く こ と を 試 み る 。同 時 に 住 宅 ス ト ッ

ク に 関 し て も 、 新 築 需 要 に 影 響 を 及 ぼ す 空 き 家 の 動 向 を 中 心 に 今 後 の 見 通 し を 述 べ

る 。  

 

図 表 1 .住 宅 着 工 の 長 期 推 移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
 
1  19 80 年 度 以 前 は、年 度 では 19 72 年 、暦 年 では 1 97 3 年 がピークとなっている。  
2
 需 要 を供 給 が上 回 る状 態 （供 給 過 剰 ）は在 庫 の積 み上 がりを通 じて供 給 側 （ハウスビルダーやデベロッパー）の

採 算 悪 化 を招 く。供 給 過 剰 の状 態 が続 けば不 採 算 企 業 は市 場 から退 出 せざるをえなくなるため、結 果 的 に住 宅 の

供 給 量 は調 整 され、長 期 において需 要 と供 給 は一 致 することになる。  
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（出所）国土交通省「住宅着工統計」 （年、月次）

住宅着工

（季節調整済年率換算値）

（右目盛）

１ ． 住 宅 着 工 と ス ト ッ ク の 現 状  

 

（ １ ） 2015 年 度 の 住 宅 着 工  

ま ず は 足 元 の 住 宅 着 工 の 動 き を 見 て お こ う 。 2 0 1 5 年 度 前 半 に は 消 費 税 率 引 き

上 げ 後 の 反 動 減 か ら の 持 ち 直 し 基 調 が 続 い て い た 住 宅 着 工 で あ る が 、年 末 に か け

て そ の 動 き も 一 旦 、一 服 し た 。し か し 、年 明 け 以 降 、住 宅 着 工 は 再 び 持 ち 直 し に

転 じ て い る （ 図 表 2）。  

利 用 関 係 別 に 見 る と 、持 家 は 冴 え な い 動 き が 続 い た 。省 エ ネ 住 宅 ポ イ ン ト な ど

の 下 支 え 策 が と ら れ た も の の 、消 費 税 率 引 き 上 げ 後 の 反 動 減 か ら の 持 ち 直 し の 動

き は 弱 く 、 2 0 1 5 年 は リ ー マ ン ・ シ ョ ッ ク 直 後 の 2 0 0 9 年 の 水 準 を 下 回 り 、暦 年 ベ

ー ス で は 過 去 最 低 と な っ た 。た だ し 、年 度 後 半 に か け て 持 家 着 工 は 緩 や か に 持 ち

直 し て お り 、 2 0 1 6 年 3 月 に は 9 ヶ 月 ぶ り に 年 率 換 算 値 で 3 0 万 戸 台 を 回 復 し た 。 

他 方 、貸 家 は 堅 調 で 、相 続 税 対 策 と し て の 貸 家 需 要 の 高 ま り 3や 、サ ー ビ ス 付

き 高 齢 者 住 宅 の 増 加 4を 受 け て 高 水 準 で 推 移 し て い る 。分 譲 住 宅 に つ い て は 、戸

建 は 底 堅 く 推 移 し て い る の に 対 し 、 マ ン シ ョ ン は 振 れ の 激 し い 展 開 が 続 い て い

る 。 足 元 で は 大 型 案 件 が 続 い た こ と も あ っ て マ ン シ ョ ン は 水 準 を 高 め て い る が 、

資 材 価 格 の 高 止 ま り や 労 務 単 価 の 上 昇 を 背 景 に 建 設 コ ス ト が 増 え て い る た め 、予

算 内 に 収 ま る 適 当 な マ ン シ ョ ン 用 地 を 仕 入 れ る こ と が 難 し く な っ て お り 、着 工 の

基 調 と し て は 強 く な い 。  

  図 表 2 .住 宅 着 工 の 推 移 （ 2 0 1 3 年 ～ ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
 
3  20 15 年 1 月 に相 続 税 が引 き上 げられて以 降 、節 税 を目 的 としたアパート建 設 が進 んでいる。  
4  サービス付 き高 齢 者 住 宅 （サ高 住 ）とは、様 々なサービス（安 否 確 認 および生 活 相 談 は必 須 ）が付 いた高 齢 者 専

用 賃 貸 住 宅 のこと。国 土 交 通 省 と厚 生 労 働 省 が所 管 する「高 齢 者 すまい法 」の改 正 により、2 0 11 年 1 0 月 から提

供 が始 まった。  
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（ ２ ） 住 宅 ス ト ッ ク は 過 剰 に  

 住 宅 着 工 は 一 定 期 間 内 の 住 宅 供 給 量 を 表 す フ ロ ー の 統 計 で あ る 。他 方 、そ の 累

積 は 住 宅 ス ト ッ ク と 呼 ば れ る 5。 総 務 省「 住 宅 ・ 土 地 統 計 調 査 」 に よ る と 、住 宅

ス ト ッ ク は 年 々 増 加 し て お り 、直 近 2 0 1 3 年 調 査 時 点 で は 6 0 63 万 戸 と な っ て い る 。

同 年 の 世 帯 数 は 5 2 1 0 万 世 帯 で あ る か ら 、 世 帯 数 以 上 に 住 宅 が 存 在 す る 計 算 で あ

る 。 居 住 世 帯 の な い 住 宅 を 空 き 家 と 定 義 す れ ば 、 1 3 年 の 空 き 家 率 は 1 4 . 1％ に 上

る 6。空 き 家 率 は 調 査 を 経 る ご と に 上 昇 し て お り 、ス ト ッ ク 面 か ら 見 る と 、住 宅

は 供 給 過 剰 の 状 態 に あ る 。  

 

図 表 3 .住 宅 ス ト ッ ク と 空 き 家 率 の 推 移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
 
5
 住 宅 着 工 と住 宅 ストックの関 係 は図 表 2 1（後 述 ）を参 照 のこと。  

6
 空 き家 率 は定 義 によって異 なる。より厳 密 には、居 住 世 帯 なしの住 宅 から、一 時 現 在 者 のいる住 宅 と建 築 中 の

住 宅 を除 いたベースや、そこからさらに別 荘 などの二 次 的 住 宅 を除 いたベースが用 いられる。1 3 年 度 時 点 で前 者 は

13 .5％、後 者 は 1 2 .8％となる。  
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持家需要

①人口動態 住宅需要

借家需要

新築需要（着工）

②中古需要（空き家）

２ ． 見 通 し の 前 提 条 件  

 

（ １ ） 住 宅 着 工 と 需 要 の 関 係  

 住 宅 着 工 の 見 通 し を 考 え る に あ た っ て 、ま ず は 住 宅 着 工 の う ち 需 要 側 の 動 向 で

決 ま る 傾 向 が 特 に 強 い 持 家（ 注 文 戸 建 住 宅 ）着 工 を 例 に 、着 工 と 需 要 の 関 係 を 整

理 し て お こ う 。今 、住 宅 を 購 入 し た い と い う 需 要（ 持 家 需 要 ）が あ る と す る 。こ

の と き 、購 入 す る 側 に 立 っ て 考 え る と 、新 築 住 宅 だ け で な く 中 古 住 宅 も 選 択 肢 に

上 る だ ろ う 。 つ ま り 、 持 家 需 要 は 新 築 需 要 （ 持 家 着 工 ） と 中 古 需 要 に 分 け ら れ 、

新 築 需 要 （ 持 家 着 工 ） は 持 家 需 要 か ら 中 古 需 要 を 除 い た 部 分 に 相 当 す る 。  

こ こ で 持 家 需 要 は 住 宅 需 要 か ら 借 家 需 要 を 除 い た 部 分 で あ る が 、持 家 志 向 と 借

家 志 向 の 世 帯 比 率 が 安 定 的 で あ る と す る と 、持 家 需 要 の 規 模 は 人 口 動 態 に よ っ て

決 ま る だ ろ う 。 ま た 、 中 古 需 要 は 、 人 々 の 志 向 や 市 場 に 流 通 し て い る 中 古 住 宅 、

つ ま り は 空 き 家 の 量 や 質 と の 兼 ね 合 い で 決 ま る と 考 え ら れ る 。こ の 様 に 住 宅 着 工

は 、① 人 口 、② 空 き 家 、こ の 2 つ の 動 向 に 大 き く 左 右 さ れ る 。こ の 関 係 性 を 視 覚

化 す る と 図 表 4 の よ う に な る 。  

 

図 表 4 .住 宅 着 工 と 需 要 の 関 係  

 

 

 

 

 

 

 

 

持 家 着 工 を 例 に 説 明 し て き た が 、こ の 考 え 方 は 貸 家 や 分 譲 に も 当 て は ま る 。貸

家 と 分 譲 の 場 合 、直 接 的 に は 供 給 側 の 影 響 が 強 い も の の 、着 工 の 計 画 を 立 て る 際

に は 、需 要 の 見 通 し を 踏 ま え る と 考 え ら れ る 。ま た 、ラ イ バ ル と な る 良 質 な 中 古

住 宅 、つ ま り は 空 き 家 の 流 通 量 も 参 考 に す る だ ろ う 。し た が っ て 、貸 家 や 分 譲 の

着 工 も ま た 、 人 口 と 空 き 家 の 動 向 に よ っ て 規 定 さ れ る 。  

な お 、短 期 的 に は 、住 宅 着 工 は 、政 策 や 制 度 の 変 更 、外 的 な シ ョ ッ ク な ど の 撹

乱 要 因 に よ っ て 変 動 す る 。例 と し て は 消 費 税 率 引 き 上 げ 前 の 駆 け 込 み 需 要 と そ の

反 動 減 や 、建 築 基 準 法 改 正 、東 日 本 大 震 災 な ど が 挙 げ ら れ る 。し た が っ て 、人 口

や 空 き 家 の 変 動 が 住 宅 着 工 に 与 え る 影 響 を 分 析 す る 上 で は 、そ う し た 短 期 的 な 外

部 要 因 に よ る 影 響 を 取 り 除 く 必 要 が あ る 。  
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（ ２ ） 住 宅 需 要 の 動 向  

 本 節 で は 、住 宅 着 工 を 規 定 す る 要 因 の 1 つ で あ る 人 口 動 態 を も と に 、住 宅 需 要

の 動 向 を 確 認 す る 。な お 、住 宅 は 世 帯 単 位 で 捕 捉 さ れ る こ と が 一 般 的 で あ る た め 、

本 稿 で も 人 口 そ の も の よ り も 、 世 帯 数 の 動 き に 特 に 着 目 す る 。  

 図 表 5 は 総 務 省 「 住 宅 ・ 土 地 統 計 調 査 」、 国 立 社 会 保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所 「 日

本 の 将 来 推 計 人 口 」を も と に 、居 住 世 帯 数 と 総 人 口 の 推 移 お よ び 見 通 し を 表 し た

も の で あ る 7。こ れ を 見 る と 、長 ら く 増 加 を 続 け て き た 総 人 口 は す で に 減 少 に 転

じ て い る 一 方 、居 住 世 帯 数 は 引 き 続 き 増 加 し て い る こ と が 分 か る 。も っ と も 、今

後 は 世 帯 数 に つ い て も 、総 人 口 の 減 少 テ ン ポ が 加 速 す る 中 で 頭 打 ち と な り 、2 0 20

年 度 以 降 は 減 少 傾 向 で 推 移 す る 見 通 し で あ る 。こ の た め 、住 宅 着 工 を 下 押 し す る

圧 力 も 徐 々 に 高 ま っ て く る と 予 想 さ れ る 。  

 

図 表 5 .居 住 世 帯 数 と 総 人 口 の 推 移 お よ び 見 通 し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と こ ろ で 、人 口 動 態 や 世 帯 数 に 関 し て は 地 域 差 が 大 き い た め 、地 域 ご と の 違 い

も 把 握 し て お く 必 要 が あ る 。図 表 6 は 各 都 道 府 県 の 1 9 8 0 年 か ら 2 0 1 5 年 ま で の 居

住 世 帯 数 の 変 化 を 年 率 換 算 し た も の で あ る 。居 住 世 帯 数 の 平 均 的 な 伸 び は 年 率 ＋

1 . 3％ で あ る が 、 都 道 府 県 に よ る バ ラ つ き が 大 き く 、 首 都 圏 や 東 海 、 関 西 な ど 人

口 が 密 集 す る 地 域 で は 伸 び 率 が 高 い 一 方 、東 北 を は じ め と し た 地 方 圏 で は 低 く な

                                                   
 
7
 総 人 口 は国 立 社 会 保 障 ・人 口 問 題 研 究 所 「日 本 の将 来 推 計 人 口 」における＜出 生 中 位 ・死 亡 中 位 ＞をもとに、

実 績 とのかい離 を調 整 の上 、欠 落 値 を補 間 したもの。また、居 住 世 帯 数 は総 務 省 「住 宅 ・土 地 統 計 調 査 」の欠 落

値 を補 間 した上 で、国 立 社 会 保 障 ・人 口 問 題 研 究 所 「日 本 の世 帯 数 の将 来 推 計 」をもとに延 長 推 計 したもの。な

お「日 本 の世 帯 数 の将 来 推 計 」は「日 本 の将 来 推 計 人 口 」における＜出 生 中 位 ・死 亡 中 位 ＞を前 提 としている。  



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 
（お問い合わせ）調査部   TEL：03-6733-1070   E-mail：chosa-report@murc.jp 
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全国平均

っ て い る 。  

図 表 6 .都 道 府 県 別 に 見 た 居 住 世 帯 数 の 変 化 率 （ 1 9 8 0 年 → 2 0 1 5 年 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さ ら に 、人 々 の 住 宅 に 関 す る 志 向 や 年 齢 別 の 傾 向 な ど も 地 域 に よ る 違 い が 見 ら

れ る 。 図 表 7 は 総 務 省 「 住 宅 ・ 土 地 統 計 調 査 」を も と に 、 三 大 都 市 圏 8と 地 方 圏

そ れ ぞ れ に つ い て 、世 帯 主 の 年 齢 階 級 別 の 持 家 の 推 定 取 得 率 9を 表 し た も の で あ

る 。 こ れ を 見 る と 、 持 家 の 取 得 率 の 山 が 三 大 都 市 圏 で は 3 0～ 3 4 歳 で あ る の に 対

し 、 地 方 圏 で は 3 5～ 3 9 歳 と や や 遅 く な っ て い る 。 三 大 都 市 圏 は 地 方 圏 と 比 べ て

物 件 の 価 格 が 高 く 、そ の 分 、住 宅 ロ ー ン の 金 額 も 膨 ら み や す い 。一 般 的 に ロ ー ン

の 完 済 年 齢 の 上 限 は 8 0 歳 で あ る が 、 借 入 額 が 高 け れ ば 高 い ほ ど 退 職 後 も 返 済 を

続 け る の は 難 し い た め 、で き る 限 り 早 い 段 階 で 完 済 で き る よ う 、三 大 都 市 圏 で は

比 較 的 若 い 世 帯 で も 住 宅 購 入 に 踏 み 切 っ て い る 可 能 性 が あ る 。  

も っ と も 、最 終 的 な 持 家 率 は 地 方 圏 が 三 大 都 市 圏 を 上 回 っ て お り 、持 家 志 向 と

い う 点 で は 地 方 圏 の 方 が 強 い 。逆 に 三 大 都 市 圏 で は 借 家 率 が 高 く 、大 都 市 圏 ほ ど

借 家 需 要 は 大 き い 。図 表 8 は 都 道 府 県 別 の 借 家 率 を 見 た も の で あ る が 、東 京 や 愛

知 、大 阪 な ど を 中 心 と す る 大 都 市 圏 で は 借 家 率 が 高 く 、逆 に 秋 田 や 富 山 な ど 地 方

圏 で は 低 く な っ て い る 。  

 

                                                   
 
8  三 大 都 市 圏 は首 都 圏 （東 京 、埼 玉 、神 奈 川 、千 葉 ）、中 部 圏 （岐 阜 、愛 知 、三 重 、静 岡 ）、関 西 圏 （大 阪 、京 都 、

滋 賀 、兵 庫 、和 歌 山 、奈 良 ）の合 計 値 。地 方 圏 はそれ以 外 。  
9  持 家 率 を年 齢 階 級 別 に見 たときに、前 の年 代 との差 がその年 代 における持 家 の取 得 率 と考 えられる。例 えば 2 5
～2 9 歳 の持 家 率 が 1 0％で、3 0～3 4 歳 の持 家 率 が 1 5％であると仮 定 すると、3 0～3 4 歳 の持 家 取 得 率 は 5％と

推 定 される。  



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 
（お問い合わせ）調査部   TEL：03-6733-1070   E-mail：chosa-report@murc.jp 
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（出所）総務省「住宅・土地統計調査」、同「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所

（出所）「日本の世帯数の将来推計」

全国平均

図 表 7 .世 帯 主 の 年 齢 階 級 別 に 見 た 持 家 の 推 定 取 得 率 （ 2 0 0 3～ 1 3 年 の 平 均 値 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 表 8 .都 道 府 県 別 に 見 た 借 家 率 （ 2 0 0 3～ 1 3 年 の 平 均 値 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

こ う し た 地 域 に よ る 差 異 を 踏 ま え 、持 家 と 借 家 の 需 要 の 動 向 を 試 算 し た も の が 図

表 9、 1 0 で あ る 。持 家 需 要 は 都 道 府 県 別 、年 齢 階 級 別 に 、世 帯 数 と 持 家 の 推 定 取 得

率 を 掛 け 合 わ せ て 合 算 し た も の 、 同 様 に 借 家 需 要 は 、 都 道 府 県 別 、 年 齢 階 級 別 に 、

世 帯 数 と 借 家 率 を 掛 け 合 わ せ て 合 算 し た も の で あ る 。定 義 上 、持 家 需 要 は 各 年 度 の

潜 在 的 な 持 家 購 入 世 帯 数 を 、借 家 需 要 は 各 年 度 で 予 想 さ れ る 借 家 世 帯 数 を 表 し て い

る 。  



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 
（お問い合わせ）調査部   TEL：03-6733-1070   E-mail：chosa-report@murc.jp 
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（出所）総務省「住宅・土地統計調査」、同「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所

（出所）「日本の世帯数の将来推計」をもとにＭＵＲＣ試算。

（年度）

予測

ま ず 、図 表 9 は 持 家 需 要 の 推 移 を 表 し た も の で あ る 。持 家 需 要 は 1 9 8 0 年 ～ 9 0 年

代 前 半 に 団 塊 世 代 の 持 家 取 得 が 一 巡 し た こ と を 受 け て 弱 含 ん だ が 、 9 0 年 代 中 頃 に

な る と 今 度 は 主 に 三 大 都 市 圏 で 団 塊 ジ ュ ニ ア 世 代 が 持 家 取 得 の 中 心 を 担 う 3 0 歳 代

に 突 入 し た こ と か ら 持 ち 直 し へ 向 か っ た 。し か し 、徐 々 に 世 帯 数 の 増 加 が 頭 打 ち と

な り 、 2 0 1 0 年 以 降 は 団 塊 ジ ュ ニ ア 世 代 の 持 家 取 得 も 一 巡 し た こ と か ら 、 再 び 減 少

傾 向 で 推 移 し て い る 。今 後 は 世 帯 数 そ の も の も 減 少 に 転 じ る た め 、持 家 需 要 の 減 少

テ ン ポ は 加 速 す る と 見 込 ま れ る 。2 0 1 6 年 度 以 降 は 年 率 － 1 . 0％ 前 後 の ペ ー ス で 減 少

し 、 マ イ ナ ス 幅 は 2 0 20 年 代 前 半 に 最 大 と な ろ う 。  

ま た 、地 域 別 に 見 る と 、こ れ ま で 比 較 的 堅 調 で あ っ た 三 大 都 市 圏 で も 、今 後 は 世

帯 数 の 減 少 と 高 齢 化 が 進 む 中 で 持 家 需 要 は 縮 小 す る と 考 え ら れ る 。 2 0 1 6 年 度 以 降

は 三 大 都 市 圏 、 地 方 圏 と も に 年 率 － 1 . 0％ 前 後 の ペ ー ス で 減 少 し 、 住 宅 着 工 に は 下

押 し 圧 力 が 加 わ る だ ろ う 。  

図 表 9 .持 家 需 要 の 予 測  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次 に 、 図 表 1 0 は 借 家 需 要 の 推 移 を 表 し た も の で あ る 。 こ れ を 見 る と 、 借 家 需 要

は 持 家 需 要 と 同 様 、す で に 減 少 傾 向 に 転 じ て い る 。大 都 市 圏 の 需 要 が ピ ー ク ア ウ ト

し た の は 団 塊 ジ ュ ニ ア 世 代 の 影 響 が 一 巡 し た 2 0 1 2 年 度 頃 と 最 近 で あ る が 、 地 方 圏

に つ い て は 1 9 8 6～ 8 8 年 度 に 弱 含 ん だ 後 、一 旦 は 持 ち 直 し に 転 じ た も の の 、 2 0 01 年

度 以 降 、 再 び 減 少 傾 向 に あ る 。  

今 後 も 持 家 需 要 と 同 様 、世 帯 数 の 増 加 が 頭 打 ち と な る 中 で 、持 家 率 の 高 い 高 齢 者

世 帯 の 比 率 も 上 昇 し て い く こ と か ら 、借 家 需 要 の 減 少 テ ン ポ は 加 速 す る と 見 込 ま れ

る 。 借 家 需 要 は 2 0 1 6～ 2 0 年 度 に 年 率 － 0 . 4％ と 減 少 傾 向 に 転 じ た 後 、 2 0 2 1～ 2 5 年

度 は 同 － 0 . 6％ 、 2 0 2 6～ 3 0 年 度 は 同 － 0 . 7％ と 徐 々 に マ イ ナ ス 幅 が 拡 大 す る 見 通 し

で あ る 。  



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 
（お問い合わせ）調査部   TEL：03-6733-1070   E-mail：chosa-report@murc.jp 
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（出所）総務省「住宅・土地統計調査」、同「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所

（出所）「日本の世帯数の将来推計」をもとにＭＵＲＣ試算。

（年度）

予測

ま た 地 域 別 に 見 る と 、 持 家 志 向 の 強 い 地 方 圏 で は 、 借 家 需 要 が 2 0 0 0 年 度 前 後 の

早 い 段 階 で 減 少 傾 向 に 転 じ て い た こ と が 分 か る 。今 後 は 大 都 市 圏 、地 方 圏 と も に 借

家 需 要 は 縮 小 す る と み ら れ 、三 大 都 市 圏 で は 2 0 1 6～ 2 0 年 度 に 年 率 － 0 . 3％ と 減 少 傾

向 に 転 じ た 後 、 2 0 2 1～ 2 5 年 度 は 同 － 0 . 4％ 、 2 0 2 6～ 3 0 年 度 は 同 － 0 . 6％ と 減 少 す る

見 通 し で あ る 。ま た 、地 方 圏 で は 、 2 0 1 6～ 2 0 年 度 は 年 率 － 0 . 7％ 、 2 0 2 1～ 2 5 年 度 は

同 － 0 . 8％ 、 2 0 2 6～ 3 0 年 度 は 同 － 0 . 9％ と 、 三 大 都 市 圏 よ り 多 少 早 い テ ン ポ で 減 少

す る と 見 込 ま れ る 。  

図 表 1 0 .借 家 需 要 の 予 測  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ３ ） 中 古 需 要 の 動 向  

本 節 で は 住 宅 着 工 を 規 定 す る も う 1 つ の 要 因 で あ る 中 古 需 要 の 動 向 を 確 認 す る 。

図 表 1 1 は 国 土 交 通 省 「 土 地 問 題 に 関 す る 国 民 の 意 識 調 査 」 を も と に 、 人 々 の 新 築

志 向 、 中 古 志 向 を 見 た も の で あ る 。 こ れ に よ る と 、 新 築 志 向 は 約 6 割 に 上 る 一 方 、

中 古 志 向 は 1～ 2％ 程 度 と ご く わ ず か で あ る 。「 ど ち ら で も よ い 」 と い う 中 間 層 は 3

割 程 度 い る も の の 、 純 粋 な 中 古 需 要 は ほ と ん ど な い と 言 っ て よ い 。  

 そ れ で は 、中 古 供 給 は ど う だ ろ う か 。空 き 家 の 数 と 空 き 家 率 の 推 移 を 見 る と 、空

き 家 の 数 は 三 大 都 市 圏 、地 方 圏 と も に 増 加 し て お り 、空 き 家 率 も 上 昇 傾 向 に あ る こ

と が 分 か る （ 図 表 1 2）。 し か し 、 実 際 に は 空 き 家 の 数 が 増 え て も 、 そ れ が す べ て 販

売 用 と し て 市 場 に 出 回 る と は 限 ら な い 。 そ こ で 空 き 家 の う ち 売 却 用 の 推 移 を 見 る

と 、 三 大 都 市 圏 を 中 心 に 2 0 0 8 年 頃 ま で 増 加 し て い る も の の 、 そ の 後 は 空 き 家 の 増

加 と は 裏 腹 に 減 少 し て い る こ と が 分 か る （ 図 表 1 3）。ま た 、 賃 貸 用 の 空 き 家 に 関 し

て も 、三 大 都 市 圏 で は 増 加 傾 向 に あ る も の の 、そ の テ ン ポ は 緩 や か に な っ て き て お

り 、 地 方 圏 で は む し ろ ピ ー ク ア ウ ト し て い る （ 図 表 1 4）。  
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図 表 1 1 .家 を 買 う な ら 新 築 ？ 中 古 ？  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 表 1 2 .  空 き 家 の 数 と 空 き 家 率 の 推 移  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 表 1 3 .  空 き 家 の う ち 売 却 用 の 推 移  
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図 表 1 4 .  空 き 家 の う ち 賃 貸 用 の 推 移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ の 様 に 中 古 住 宅 の 需 要 、 供 給 と も に 冴 え ず 、 中 古 住 宅 の 取 得 件 数 も 過 去 2 0 年

間 ほ ぼ 横 ば い で 推 移 し て い る （ 図 表 1 5）。 も っ と も 、 中 古 住 宅 の 質 が 向 上 し て き た

こ と 、 世 帯 年 収 の 低 下 1 0に よ り 新 築 に 手 の 届 か な い 層 が 拡 大 し て き た こ と な ど か

ら 、住 宅 取 得 件 数 に 占 め る 中 古 住 宅 の 比 率 は 長 い 目 で 見 る と 高 ま っ て い る 。こ こ 数

年 に 限 れ ば 、中 古 比 率 は 新 築 供 給（ 住 宅 着 工 ）の 持 ち 直 し を 受 け て 低 下 傾 向 に あ る

が 、政 府 が フ ロ ー か ら ス ト ッ ク へ と 住 宅 政 策 の 軸 足 を 移 し て い る こ と 、人 口 減 少 を

背 景 に 空 き 家 の 増 加 が 見 込 ま れ る こ と な ど か ら 、今 後 は 再 び 上 昇 傾 向 で 推 移 す る と

考 え ら れ る 。そ の た め 、新 築 需 要（ 住 宅 着 工 ）を 下 押 し す る 効 果 も 、今 後 、強 ま っ

て い く と 予 想 さ れ る 。  

 図 表 1 5 .住 宅 の 取 得 件 数 と 内 訳   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
 
1 0  総 務 省 「全 国 消 費 実 態 調 査 」をもとに、二 人 以 上 の世 帯 の年 収 について、1 99 4 年 と 20 14 年 を比 較 すると、持

家 取 得 の中 心 層 では、3 0～3 4 歳 が 59 8 . 9 万 円 から 56 6 . 3 万 円 へ 3 2 . 6 万 円 の減 少 、3 5～3 9 歳 が 6 98 .5 万 円

から 6 20 .0 万 円 へ 7 8 .5 万 円 の減 少 、40～44 歳 が 7 91 .3 万 円 から 6 9 4 . 8 万 円 へ 9 6 . 5 万 円 の減 少 となっている。  
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（出所）総務省「住宅・土地統計調査」、国土交通省「住宅着工統計」をもとにＭＵＲＣ作成。

（年度）

長期トレンド線

３ ． 住 宅 着 工 の 中 期 見 通 し  

  

前 章 で は 住 宅 着 工 と 住 宅 需 要 の 関 係 を 整 理 し た 。そ し て 住 宅 着 工 に 影 響 を 与 え る

要 因 と し て 、① 人 口 動 態 、② 空 き 家 の 増 加 、③ 撹 乱 要 因 の 3 つ を 指 摘 し た 。本 稿 で

は ③ の 影 響 を 除 く た め 、住 宅 着 工 の 原 系 列 か ら ト レ ン ド 成 分 を 抽 出 し た う え で 、①

と ② の 2 つ の 要 因 に よ っ て 着 工 の 動 き を 説 明 す る 計 量 モ デ ル を 作 成 し 、 2 0 30 年 度

ま で の 予 測 を 行 っ た 1 1。 な お 、 推 計 は 利 用 関 係 別 、 都 道 府 県 別 に 行 い 、 全 国 の 値

は そ れ ら を 積 み 上 げ る こ と に よ っ て 求 め た 。そ う す る こ と で 、全 国 の デ ー タ だ け で

は と ら え る こ と の で き な い 地 域 ご と の 動 き も 予 測 に 反 映 さ せ る こ と が で き た 。  

 

（ １ ） 全 国 の 住 宅 着 工 の 予 測  

 推 計 の 結 果 と し て 得 ら れ た 長 期 ト レ ン ド 線 の 動 き を 見 る と 、今 後 も 住 宅 着 工 は 緩

や か な 減 少 基 調 が 続 く 見 通 し で あ る（ 図 表 1 6）。人 口 減 少 や 高 齢 化 が 進 む 中 で 新 築

住 宅 の 需 要 が 縮 小 す る ほ か 、良 質 な 空 き 家 の 増 加 も あ っ て 中 古 住 宅 の 取 得 件 数 が 増

加 し 、 着 工 を 押 し 下 げ る 要 因 と な る だ ろ う （ 図 表 1 7）。 住 宅 着 工 は 2 0 1 6～ 2 0 年 度

に 年 率 － 2 . 3％ で 減 少 し た 後 、 2 0 2 1 年 度 以 降 は 同 － 2 . 6％ で 減 少 し よ う 。 予 測 最 終

年 度 の 3 0 年 度 に は 6 0 .5 万 戸 と 6 0 万 戸 台 前 半 の 水 準 ま で ト レ ン ド 線 は 低 下 す る 見

込 み で あ る 。な お 、実 績 が 上 下 に 振 れ て い る よ う に 、短 期 的 に は 消 費 税 率 引 き 上 げ

や 東 京 オ リ ン ピ ッ ク な ど の イ ベ ン ト が 撹 乱 要 因 と な る こ と か ら 、実 際 に は ト レ ン ド

線 か ら 上 下 両 方 向 に 乖 離 し な が ら 推 移 す る こ と に な る だ ろ う 。  

 

図 表 1 6 .住 宅 着 工 の 見 通 し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
 
1 1

 住 宅 着 工 の予 測 値 の作 成 に関 する詳 細 は補 論 を参 照 のこと。  
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図表 17.住宅着工の見通し前年比の要因分解（ 2016 年度～）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

また、利用関係別に見ると、持家、貸家、分譲、給与住宅いずれも減少基調で推移する

見通しである（図表 18）。持家着工は 2015 年度時点の 30.0 万戸から 2030 年度には 20.6

万戸へ、貸家着工は 32.5 万戸から 16.9 万戸へ、分譲は 26.4 万戸から 22.7 万戸へ、給与

住宅は 0.6 万戸から 0.3 万戸へ減少しよう。  

 

図表 18.住宅着工の見通し（利用関係別）  
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（２）地域別の住宅着工の予測  

地域レベルで見た住宅着工の推計結果も確認しておこう。図表 19 は全国を首都圏、中

部圏、関西圏、地方圏の 4 地域に分け、各々の住宅着工の見通しを表したものである。さ

らに図表 20 では、各地域における住宅着工の長期トレンド線の前年比を、人口要因と中

古要因の 2 つに分解してある。  

今後、住宅着工はすべての地域において減少傾向で推移するが、特に地方圏では人口の

流出入が多くない分、自然動態 1 2との連動性が強く、人口減少が進む中で三大都市圏よ り

も早いテンポで着工が減少すると見込まれる。ただし、中古住宅市場は三大都市圏でより

発達しているため、中古住宅の取得件数が増えることによる住宅着工の押し下げ効果は三

大都市圏の方が大きい。住宅着工は、 2016 年度以降、三大都市圏では年率－ 2.0％前後で

減少するのに対し、地方圏では同－ 4.0～－ 4.5％程度で減少することになるだろう 1 3。長

期トレンド線を見ると、予測最終年度である 2030 年度の住宅着工は、首都圏では 25.3 万

戸、中部圏は 7.6 万戸、関西圏では 11.3 万戸、地方圏では 16.4 万戸まで水準を落とす見

通しである。  

図 表 1 9 .住 宅 着 工 の 見 通 し （ 地 域 別 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
 
1 2  自 然 動 態 は出 生 ・死 亡 に伴 う人 口 の増 減 を表 す。他 方 、転 入 ・転 出 に伴 う人 口 の増 減 を社 会 動 態 と呼 ぶ。人

口 動 態 は自 然 動 態 と社 会 動 態 の合 計 である。  
1 3  中 部 圏 では予 測 期 間 の終 わりにかけて住 宅 着 工 の前 年 比 のマイナス幅 が縮 小 していくが、主 に中 古 需 要 の増

加 （特 に賃 貸 用 の空 き家 の減 少 ）によるものである。中 部 圏 は、首 都 圏 や関 西 圏 よりも属 性 としては地 方 圏 に近 く、

他 地 域 からの人 口 の流 出 入 がそこまで多 くないため、新 たな借 家 ニーズも比 較 的 生 まれにくく、不 要 な借 家 ストック

の調 整 が進 みやすいのだと考 えられる。  
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（年度）
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人口要因 中古要因 前年比

（前年比、％）

（年度）

図 表 2 0 .住 宅 着 工 の 要 因 分 解 （ 地 域 別 ）  
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St → St+1

（出所）MURC作成

住宅ストック（t+1期）＝住宅ストック（t期）－建て替え分－消失・滅却分＋住宅着工（t+1期）

住宅着工
消失・滅却分

建て替え分
建て替え分

４．住宅ストックの中期見通し  

 

 前章では住宅着工の見通しを確認した。今後、人口減少と良質な中古住宅の増加が下押

し要因となり、住宅着工は減少基調での推移が見込まれる。他方、別の問題もある。それ

は人口減少にともなう空き家の増加である。本章では空き家を中心とした住宅ストックの

中長期的な姿について展望する。  

住宅ストックは、これまでに供給された住宅の集積である。しかし、建てられた住宅は

時間の経過とともに劣化が進むため、建て替えや滅却が行われる中で住宅ストックは日々

更新されていく。つまり、住宅ストックとフローである着工の関係を整理すると、今期の

住宅ストックは、前期末の住宅ストックから今期の建て替え分と消失・滅却分を除き、今

期の住宅着工を加えたものに一致する 1 4（図表 21）。なお、本来であれば建て替え分と消

失・滅却分は別物であるが、統計の制約から分けて考えることが難しく、本稿では建て替

え・滅却分として一括りに扱う。  

 

図表 21.住宅着工とストックの関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 22 は建て替え・滅却分が住宅ストック（期末値）に占める割合（建て替え・滅却

率）を表したもので ある。建て替え・滅却率は長らく低下傾向で推移してきたが、2009 年

度に底を打ち、それ以降は上昇が続いている。もっとも、建て替え・滅却率は各地域の住

宅の築年数に影響を受けるほか、建て替えに関しては需要に依存するところも大きく、先

行きを予測するのは難しい。そのため、本稿では全ての都道府県において、予測期間中、

2013 年時点の全国の建て替え・滅却率である 0.7％で横ばいになると仮定し、住宅ストッ

クの先行きを考察する 1 5。  

                                                   
 
1 4

 住 宅 着 工 には建 て替 えによる着 工 も含 まれる。  
1 5  今 後 も 1 98 0 年 以 前 に建 てられた旧 耐 震 設 計 の中 古 物 件 などを中 心 に建 て替 え・滅 却 が進 むことや、空 家 等

対 策 の推 進 に関 する特 別 措 置 法 （空 家 特 措 法 ）の施 行 により、放 置 されている空 き家 の滅 却 が進 むことから、建 て

替 え・滅 却 率 は緩 やかな上 昇 を続 ける可 能 性 はある。その際 は空 き家 の減 少 が進 むことで、住 宅 着 工 は押 し上 げ

られることになる。  
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ＲＣ作成。

図表 22.建て替え・滅却率の見通し（仮定）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず、これまで増加が続いてきた住宅ストックであるが、フローである住宅着工の減少

幅が拡大することから、今後、その増加テンポは鈍化する見通しである（図表 23）。しか

し、居住世帯数が 2020 年度には減少に転じることから、空き家の数は増え続けることに

なる。空き家率は 2013 年度の 14.1％から急上昇し、2030 年度には 23.2％にまで達する見

込みである。  

また、地域別に見ると、住宅ストックは予測最終年度まで全ての地域において増加が続

くものの、地方圏など住宅着工の減少幅が大きい地域ほど増加テンポは鈍化する見通しで

ある（図表 24）。そ のため、居住世帯の減少テンポが速い地方圏でも、空き家の数は三大

都市圏と比べて緩やかな増加テンポにとどまると見込まれるが、空き家率は、2030 年度時

点で、首都圏では 22.2％、中部圏では 23.6％、関西圏では 23.9％、地方圏では 23.5％と

全ての地域において上昇することになる。  

さらに空き家の内訳を見たのが図表 25 である。今後、全ての地域において空き家は増

えるも のの、 その大 半は「 売却用 」や「 賃貸用」では なく、「その他」の 空き家 であると

考えられる。「その 他」の空き家には別荘などの二次的住宅や建築中のものも含まれるが、

大部分は有効活用されていない物件であり、物置代わりに使われていたり、荒れ果てたま

まにされていたりする。そうした物件が売却用や賃貸用に変わることは難しく、基本的に

は活用できない無駄なストックと化している。「その他」の空き家は 2013 年度時点で、首

都圏で 72.1 万戸、 中部圏で 44.7 万戸、関西圏で 67.4 万戸、地方圏で 208.4 万戸であっ

たが、今後は年率 5％前後のテンポで増加し、予測最終年度である 2030 年度には、首都圏

で 247.6 万戸、中部圏で 103.1 万戸、関西圏で 158.1 万戸、地方圏で 381.4 万戸まで増加

する見通しである。他方、売却用の空き家については、年率＋ 2.0～＋ 3.0％程度、賃貸用

につい ては 同＋ 1.0～＋ 2.0％程度の テ ンポで増加 すると見 込まれる。「そ の他 」の空き家

の増加とは異なり、こうした空き家の増加は中古住宅市場の活性化につながると期待され

る。  
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図表 23.住宅ストックと空き家率の見通し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 24.住宅ストックと空き家率の見通し（地域別）  
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図表 25.空き家の内訳（地域別）  
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おわりに  

本稿では主に人口減少と空き家の増加が住宅着工に与える影響について分析し、住宅着

工と住宅ストックの中長期的な姿を描いた。2015 年の総務省「国勢調査」において総人口

が調査開始以降初めて減少に転じるなど、日本は本格的な人口減少社会に突入しており、

住宅需要に関しても、今後、大都市圏、地方圏を問わず縮小が続くと見込まれる。また、

今後は空き家の増加にともなって良質な中古住宅の供給も増加し、中古需要も増えると考

えられることから、住宅着工は減少基調で推移することになる。  

加えて、ストック面から見ても、住宅の過剰感はさらに強まっていく。空き家の建て替

え・滅却が劇的に進まない限り、人口減少が加速する中で空き家の増加は免れず、空き家

率も上昇が続くことになる。空き家の増加が主に良質な中古住宅の増加につながるのであ

れば、それは需要側の選択肢の増加を意味するため、決して悪いことではない。しかし、

日本の場合、空き家の多くは放置されているのが実態であり、そうした空き家の増加は、

風景・景観の悪化な ど周囲の環境に対して悪影響を及ぼすと同時に、土地の円滑な流通を

阻害し、新たな活用のチャンスを逃す要因となっている。  

このため、今後、大都市圏、地方圏ともに求められるのは、良質な中古住宅は残しなが

らも、活用されてい ない空き家については積極的に滅却し、新しい住宅を建てていくとい

った住宅ストックの新陳代謝の活性化と、それによる住宅ストックの質の向上であろう。

中古住宅の流通市場の成長を妨げるものであってはならないものの、空き家の有効活用を

促す政策に加え、空き家の建て替えや滅却を促す様な一層の政策的後押しが期待される。 
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（補論）住宅着工とストックの推計方法  

 

 補論では、本稿における住宅着工とストックの予測方法について概説する。なお、本稿

では推計にあたって 2003 年度～ 2015 年度までの都道府県レベルのパネルデータを用い、

固定効果モデルによる推計を行った。予測最終年度は 2030 年度である。  

 

 まず、総務省「住宅・土地統計調査」における居住世帯数を予測する。予測に際しては、

国立社 会保障・ 人口 問題研究所（以 下、「社人研」）「日本の 世帯数の将来推 計」 による国

勢調査ベースの世帯数の予測値をもとにした。回帰式は以下の通りである。  

 

ln（居住世帯数） ＝ 定数項＋都道 府県効果＋係数×ln（国勢調査世帯数）＋誤差項  

 

なお、総務省「住宅・土地統計調査」は 5 年おきの調査であり、最新版は 2013 年の調

査となる。また、社人研「日本の世帯数の将来推計」も 5 年おきの推計値である。したが

って、年によってはデータが存在しないため、推計前に欠落値を補間する必要がある。本

稿では 3 次スプラインと呼ばれる 2 時点間を 3 次曲線でつなぐ方法を用いて、補間を行っ

た。  

 

 次に持家需要と借家需要を予測する。本文中でも簡単に触れたが、改めて確認しておこ

う。まず、持家需要は、都道府県ごとに、世帯主の年齢階級別の持家の推定取得率と、年

齢階級別の世帯数を掛け合わせ、それを合算することで求める。持家の推定取得率は、本

文の注 9 でも述べたように、持家率を年齢階級別に見たとき、前の年齢階級との差として

表現する。例えば 25～ 29 歳の持家率が 10％で、 30～ 34 歳の持家率が 15％であるならば、

30～ 34 歳の持家取得率は 5％と考えられる。  

同様に借家需要についても、都道府県ごとに、世帯主の年齢階級別の借家率と、年齢階

級別の世帯数を掛け合わせ、それを合算することで求める。ここで持家率と借家率は総務

省「住宅・土地統計調査」をもとに計算した値（ 2003～ 2013 年までの計 3 回の調査の平均

値）を使用する。また、年齢階級別の世帯数は社人研「日本の世帯数の将来推計」を用い

る。このため、持家 需要、借家需要ともに厳密には国勢調査ベースの値となるが、土地統

計 調 査 ベ ー ス へ 変 換 し な く て も 説 明 変 数 と し て 用 い る 分 に は 大 き な 影 響 は 出 な い と み ら

れることから、そのまま用いる。  

 

 次に住宅着工の推計に移る。ここでは、持家着工、貸家着工、分譲着工、給与着工にＨ

Ｐ（ホドリック・プ レスコット）フィルタを用いてトレンド成分を抽出し、それらを被説

明変数とする回帰式を作成する。説明変数は持家需要および借家需要、空き家（売却用、

賃貸用）とし、持家 需要と借家需要は期中の値（今期と 1 期前の平均値）、空き家の数は 1

期前の値を用いる。また、三大都市圏と地方圏では人口動態や空き家の数が着工に与える

影響は異なると考え、それらを区分するダミー変数を導入する。回帰式の詳細は下記の通

りである。  
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ln（持家着工）＝ 定 数項＋都 道府 県効果＋（係数＋地域ダミー）×ln（期中の持家需要）

＋（係数＋地域ダミ ー）×ln（ 1 期前 の売却用の空き家数）＋誤差項  

 

ln（貸家着工）＝ 定 数項＋都 道府 県効果＋（係数＋地域ダミー）×ln（期中の借家需要）

＋（係数＋地域ダミ ー）×ln（ 1 期前 の賃貸用の空き家数）＋誤差項  

 

ln（分譲着工）＝ 定 数項＋都 道府 県効果＋（係数＋地域ダミー）×ln（期中の持家需要）

＋係数×ln（ 1 期前の売却用 の空 き家数）＋誤差項  

※空き家の地域ダミーについては、符号条件を満たさないため除外。  

 

ln（給与着工）＝定 数項＋都 道府 県効果＋（係数＋地域ダミー）×ln（期中の借家需要）

＋（係数＋地域ダミ ー）×ln（ 1 期前 の賃貸用の空き家数）＋誤差項  

 

次に、住宅ストックである。本文中でも述べたように、今期の住宅ストックは、前期末

の住宅ストックから今期の建て替え分と消失・滅却分を除き、今期の住宅着工を加えたも

のとなる。また、空き家の数は住宅ストックから居住世帯数を除いた分に相当する。した

がって、定義式は以下の通りとなる。ここで、建て替え・滅却率については本文中で述べ

た通り、 2013 年度の値（ 0.7％）で一定と仮定している。  

 

住宅ストック＝（ 1－建て替 え・滅却 率 /100）×1 期前の住宅ストック＋（持家着工＋貸家

着工＋分譲着工＋給与着工）  

 

空き家＝住宅ストッ ク－居住 世帯 数  

 

 また、賃貸住宅のストックは、前期の賃貸住宅ストックから今期の建て替え分と・消失

滅却分を除き、今期の貸家着工と給与着工を加えたものである。また、賃貸用の空き家の

数は賃貸住宅ストックから借家世帯数を除いた分に相当する。したがって、下記の通り定

義できる。なお、賃貸住宅ストックの実績値については、推計によって求めた居住世帯数

に前述の借家率をかけたもの（これを「借家世帯数」とする）と賃貸用の空き家数の合計

値とする。建て替え・滅却率については、住宅ストックの定義で使用したものと同じもの

を用いる。  

 

賃貸住宅ストック＝ 1 期前の 賃貸住 宅ストック×（ 1－建て替え・滅却率／ 100）｝＋（貸家

着工＋給与着工）  

 

賃貸用の空き家＝賃 貸住宅ス トッ ク－借家世帯数  

 

 最後は売却用の空き家である。賃貸用を除く空き家の増加分（持家の住宅ストックの増

加分から持家世帯数の増加分を引いたものに相当）の一定割合が売却用に回るとすれば、

売却用の空き家は下記の通り推計できる。  
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｛ ln（今期の売却用 の空き家）－ ln（ 1 期前の売却用の空き家）｝＝定数項＋都道府県効果

＋係数×｛ ln（今期の持家の 住宅 ストック）－ ln（ 1 期前の持家の住宅ス トック）｝＋係数

×｛ ln（今期の持家 世帯数） － ln（ 1 期前の持家世帯数）｝＋誤差項  

 

 本稿では、以上の回帰式、定義式を同時推計し、得られた結果に対してＨＰフィルタを

適用することでスムージングを行い、 2030 年度までの最終的な予測値（長期トレンド線）

とした。  

また、本文中でも述べたように、本稿の住宅着工は、あくまでも中長期的なトレンドを

予測したものである。したがって、短期的には消費税率引き上げや東京オリンピックとい

った各種イベントが撹乱要因となる。このため、実際には長期トレンド線から上下両方向

に乖離しながら推移するものの、均して見れば、トレンド線に収束することになると考え

られる。  

なお、建て替え・滅却率を全国一律 0.7％で固定したが、実際には振れを伴いながらも

上昇する可能性がある。仮に上昇すれば、その分、住宅着工も上振れることになる。加え

て、本稿では推計にあたって住宅着工のトレンド成分を抽出し、分析に用いたが、その際

に用いたＨＰフィルタは、足元の値の影響を受けやすく、今後の実現値によっては、トレ

ンド線が上方または下方へシフトする可能性もある。  
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2011～2015
(年率)

2016～2020
(年率)

2021～2025
(年率)

2026～2030
(年率)

全国 -0.2 -1.0 -1.2 -1.1
1 首都圏  0.4 -0.8 -1.0 -1.1
2 中部圏 -0.4 -1.1 -1.2 -1.0
3 関西圏 -0.7 -1.4 -1.3 -1.2

三大都市圏計 -0.0 -1.0 -1.1 -1.1
4 地方圏 -0.4 -1.0 -1.2 -1.2

A 北海道地区 -0.8 -1.3 -1.5 -1.6
B 東北地区 -0.8 -1.1 -1.4 -1.5
C 関東地区  0.2 -0.8 -1.1 -1.1
D 北陸地区 -0.7 -1.4 -1.4 -1.1
E 中部地区 -0.4 -1.1 -1.2 -1.0
F 近畿地区 -0.7 -1.4 -1.3 -1.2
G 中国地区 -0.4 -0.9 -1.1 -1.1
H 四国地区 -0.7 -1.2 -1.3 -1.2
I 九州地区  0.0 -0.7 -1.0 -1.0
J 沖縄地区  1.0  0.5  0.1 -0.0

（出所）国土交通省「住宅着工統計」、総務省「住宅・土地統計調査」、
（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」などのデータをもとにMURC推計。

2011～2015
(年率)

2016～2020
(年率)

2021～2025
(年率)

2026～2030
(年率)

全国  0.1 -0.4 -0.6 -0.7
1 首都圏  0.6 -0.3 -0.5 -0.6
2 中部圏 -0.0 -0.4 -0.5 -0.6
3 関西圏  0.3 -0.2 -0.4 -0.6

三大都市圏計  0.4 -0.3 -0.4 -0.6
4 地方圏 -0.5 -0.7 -0.8 -0.9

A 北海道地区 -0.6 -0.8 -1.0 -1.2
B 東北地区 -0.8 -0.9 -1.0 -1.1
C 関東地区  0.5 -0.3 -0.5 -0.7
D 北陸地区 -0.8 -0.8 -0.8 -0.9
E 中部地区 -0.0 -0.4 -0.5 -0.6
F 近畿地区  0.3 -0.2 -0.4 -0.6
G 中国地区 -0.4 -0.7 -0.8 -0.9
H 四国地区 -0.8 -0.9 -1.0 -1.1
I 九州地区 -0.2 -0.6 -0.7 -0.8
J 沖縄地区  0.4  0.2 -0.1 -0.2

（出所）国土交通省「住宅着工統計」、総務省「住宅・土地統計調査」、
（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」などのデータをもとにMURC推計。

参考図表 1.持家需要の見通し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考図表 2.借家需要の見通し  
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2011～2015
(戸数)

(前年比、％)

2016～2020
(戸数)

(前年比、％)

2021～2025
(戸数)

(前年比、％)

2026～2030
(戸数)

(前年比、％)

 93.4  83.1  72.8  63.8
(- 1.9) (- 2.3) (- 2.6) (- 2.6)
 34.7  31.8  28.9  26.2

(- 0.9) (- 1.7) (- 1.9) (- 1.9)
 11.0   9.8   8.7   7.9

(- 2.3) (- 2.4) (- 2.2) (- 2.0)
 14.7  13.8  12.8  11.7

(- 1.5) (- 1.3) (- 1.5) (- 1.7)
 60.5  55.4  50.4  45.8

(- 1.3) (- 1.7) (- 1.9) (- 1.9)
 33.0  27.7  22.4  17.9

(- 2.8) (- 3.4) (- 4.2) (- 4.4)

  3.2   2.5   1.9   1.4
(- 4.0) (- 4.7) (- 5.6) (- 6.2)
  4.7   3.9   3.1   2.5

(- 3.7) (- 3.7) (- 4.4) (- 4.8)
 40.1  36.3  32.4  29.1

(- 1.1) (- 2.0) (- 2.2) (- 2.2)
  3.6   2.9   2.3   1.9

(- 3.7) (- 4.2) (- 4.4) (- 4.1)
 11.4  10.1   9.0   8.1

(- 2.4) (- 2.4) (- 2.2) (- 2.0)
 14.7  13.8  12.8  11.7

(- 1.5) (- 1.3) (- 1.5) (- 1.7)
  4.1   3.5   2.8   2.3

(- 2.8) (- 3.3) (- 4.1) (- 4.4)
  2.0   1.6   1.3   1.0

(- 3.9) (- 4.2) (- 4.5) (- 4.5)
  8.4   7.2   5.9   4.8

(- 1.9) (- 2.8) (- 3.9) (- 4.3)
  1.3   1.3   1.2   1.1

(  0.5) (  0.1) (- 1.0) (- 1.6)

（注）戸数および前年比はMURCによる推計値（長期トレンド線）。
（出所）国土交通省「住宅着工統計」、総務省「住宅・土地統計調査」、
（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」などのデータをもとにMURC推計。

H 四国地区

J 沖縄地区

I 九州地区

E 中部地区

F 近畿地区

G 中国地区

B 東北地区

C 関東地区

D 北陸地区

全国

三大都市圏計

4 地方圏

A 北海道地区

1 首都圏

2 中部圏

3 関西圏

参考図表 3.住宅着工の見通し  
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2011～2015
(年率)

2016～2020
(年率)

2021～2025
(年率)

2026～2030
(年率)

全国 14.3% 16.4% 19.0% 21.9%
1 首都圏 12.3% 14.6% 17.5% 20.8%
2 中部圏 14.6% 17.0% 19.6% 22.4%
3 関西圏 14.9% 16.6% 19.2% 22.5%

三大都市圏計 13.5% 15.6% 18.4% 21.6%
4 地方圏 15.4% 17.5% 20.0% 22.5%

A 北海道地区 14.8% 16.6% 19.0% 21.6%
B 東北地区 12.9% 15.0% 17.8% 20.8%
C 関東地区 13.1% 15.4% 18.2% 21.3%
D 北陸地区 16.5% 18.5% 20.6% 22.7%
E 中部地区 14.7% 17.0% 19.5% 22.4%
F 近畿地区 14.9% 16.6% 19.2% 22.5%
G 中国地区 16.4% 18.2% 20.5% 22.9%
H 四国地区 18.0% 20.1% 22.5% 25.1%
I 九州地区 14.9% 17.1% 19.6% 22.1%
J 沖縄地区 11.1% 13.1% 16.0% 18.8%

（出所）国土交通省「住宅着工統計」、総務省「住宅・土地統計調査」、
（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」などのデータをもとにMURC推計。

参考図表 4.空き家率の見通し  
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－  ご利 用 に際 して  －   

  本 資 料 は、信 頼 できると思 われる各 種 データに基 づいて作 成 されていますが、当 社 はその正 確 性 、完 全 性

を保 証 するものではありません。  

  また、本 資 料 は、執 筆 者 の見 解 に基 づき作 成 されたものであり、当 社 の統 一 的 な見 解 を示 すものではありま

せん。  

  本 資 料 に基 づくお客 様 の決 定 、行 為 、及 びその結 果 について、当 社 は一 切 の責 任 を負 いません。ご利 用 に

あたっては、お客 様 ご自 身 でご判 断 くださいますようお願 い申 し上 げます。  

  本 資 料 は、著 作 物 であり、著 作 権 法 に基 づき保 護 されています。著 作 権 法 の定 めに従 い、引 用 する際 は、

必 ず出 所 ：三 菱 ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングと明 記 してください。  

  本 資 料 の全 文 または一 部 を転 載 ・複 製 する際 は著 作 権 者 の許 諾 が必 要 ですので、当 社 までご連 絡 くださ

い。  
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